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研究成果の概要（和文）：米韓両国政府外交文書などに依拠して、カーター政権の在韓米地上軍

撤退が決定されることで米韓同盟関係が動揺し、朴正熙政権が核開発を試みるなど、自主国防

政策に踏み切る過程を明らかにした。また、1975 年ベトナム共産化統一、翌 76 年「ポプラの

木」事件など、南北の緊張激化が、米国の対朝鮮半島政策を結局は転換させ、在韓米軍の撤退

が撤回されることになる緊張緩和の逆流過程も合わせて明らかにした。最後に、韓国朴正熙政

権は、1973年 6・23 平和統一外交に関する大統領特別声明にしたがって、対共産圏外交を積極

的に進め、後の｢北方外交｣の原型とも言える外交が既に行われていたことを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：By making the most of  the diplomatic documents of both USA and  
South Korea, regarding the Korean Peninsula late in 1970s and, I have explored the 
political process of the instability of US-Korea Alliance due to Carter administration’s 
decision of complete withdrawal of US ground forces and Park Chung Hee administration’s 
policy decision searching for military autonomy by developing nuclear arms. Moreover I 
have explored the reversal of détente in which Carter administration decided to suspend 
the withdrawal of the US ground forces influenced by North-South tensions increase due 
to the Vietnamese communist unification in 1975 and ‘Axe Murder Incident’ in 1976. At 
last, I have explored that Park Chung Hee administration has earnestly tried promoting 
the diplomatic improvement between communist countries including USSR and China according 
to the June 23rd Presidential Special Statement regarding Peaceful Unification Diplomacy 
in 1973. In other words, President Park Chung Hee had already tried such the 
‘Nordpolitik’diplomacy that the following administration was regarded to begin to 
tackle with. 
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１．研究開始当初の背景 
(1)グローバル冷戦が終焉したにもかかわら
ず、朝鮮半島を取り巻く北東アジアの現状は
北朝鮮核危機に起因して緊張緩和が必ずし
も順調に進まない。 
 
(2)米韓両国政府外交文書の公開に伴って、
従来ほとんど研究の空白であった 1970 年代
朝鮮半島に関する研究が、特に、70年代初頭
の米中接近が朝鮮半島に及ぼした影響を中
心に着手されるようになった。 
 
(3)1970 年代後半に関しては、米国外交文書
の一部が公開されているだけであるために
本格的研究がないが、70年代前半の緊張緩和
の動きが朝鮮半島には定着しなかっただけ
に、70 年代前半とは異なる政治力学を抽出す
る必要がある。 
 
２．研究の目的 

（1）1970 年代後半朝鮮半島をめぐる国際関

係に関する初めての本格的な実証研究を提

示する。従来も、1970 年代後半に関しては、

在韓米軍撤退や人権問題や韓国の核開発問

題をめぐる研究はあったが、どれも、一次史

料を十分に駆使したものとは言えない。また、

70 年代の北東アジア国際政治史研究の多く

は、米中関係史や日中関係史がほとんどだが、

本研究は、朝鮮半島に視座を置いて北東アジ

ア国際政治史の再解釈を試みるという点で、

既存研究とは異なる。 

 

（2）1970 年代の歴史研究でも、また、平板

な現状分析でもなく、この２者を、北東アジ

ア国際秩序の形成と変動という観点から、結

び付けて考えることによって、冷戦解体の可

能性を内包しつつも必ずしもストレートに

冷戦解体に直結しない朝鮮半島の現状に関

して、単なる後知恵による説明ではない政治

学的な現状分析を行う。 

 

（3）朝鮮半島は、地政学的には国際政治の

周辺部ではあるが、朝鮮戦争さらには 90 年

代のポスト冷戦時代における「冷戦の遺物」

という位置づけに現れるように、冷戦研究に

おける一つの重要な領域を提供してきた。朝

鮮半島に視座を置くことによって、米ソ関係、

もしくはヨーロッパ研究を中心とした既存

冷戦史研究に対して新たな視点を提供する。 

 
３．研究の方法 

(1)朝鮮半島をめぐる国際関係史に関する刊
行一次史料を収集し、検討する作業を行う。 
 
(2) 従来から収集していた、韓国外交史料館
所蔵の韓国外交文書をスキャナーや OCRソフ
トウェアなどを使って、電子ファイル化し、
データベースを構築する。 
 
(3)韓国外交史料館において、3年間にわたり、
1976 年度から 1979 年度までの 3 年分の韓国
外交文書の調査を行うとともに、ワシントン
DC の米国国立公文書館、ボストンのケネディ
大統領図書館、テキサス州オースティンのジ
ョンソン大統領図書館を訪問し、1960年代か
ら 70 年代にかけて、その間新たに公開され
た米韓関係、日米関係に関する外交史料を調
査することで、日韓国交正常化交渉や韓国軍
のベトナム派兵、在韓米軍の撤退、米中接近
など冷戦期における日米韓関係の政治力学
を、新たな外交史料を利用して解明すること
を試みた。さらに、そうした外交史料を利用
した韓国外交の研究に関して、朴泰均(ソウ
ル大学)、ウスンジ（慶熙大学）、洪錫律（誠
信女子大学）の各教授と意見交換を行った。 
 
(4)1970 年代の米中接近が朝鮮半島に及ぼす
影響に関する研究を比較の基準として、朝鮮
半島をめぐる国際関係の現状分析に取り組
む。特に、1970年代は、国際的な緊張緩和が
朝鮮半島にも影響を及ぼしながらも、朝鮮半
島の緊張緩和の制度化には連携しなかった
という特徴を持つだけに、そこで現れた政治
力学を抽出することで、1990 年代の朝鮮半島
をめぐる国際政治の分析にどのような点で
参考になるのかを考察することは十分に意
味がある。 
 
４．研究成果 
(1)1970 年代後半の朝鮮半島をめぐる国際政
治に関しては、肝心の米国政府外交文書の公
開が予想とは異なり遅滞したために、十分な
研究を行えなかった。その意味で、カーター
政権の在韓米軍撤退公約とその撤回過程に
関する決定的な実証研究は、外交史料のさら
なる公開を待たなければならない。 
 
(2)その代わり、韓国政府外交文書は 1979年
度分の外交文書まで順調に公開されたため
に、主として 1970 年代後半の朝鮮半島をめ
ぐる国際政治の展開を、韓国外交に視座を置
いて解明することができた。その中で得られ
た新たな知見としては、韓国の朴正熙政権が
予想以上に、対共産圏外交に積極的であった



という事実を、韓国の外交文書の分析を通し
て明らかにしたことである。 
 
(3)韓国朴正熙政権は、1973 年 6・23 統一平
和外交宣言に基づいて、南北朝鮮国連同時加
盟を認めてもよいという姿勢、南北クロス承
認にも前向きな姿勢を示すことで、実質的に
は｢２つの朝鮮｣政策に踏み出したが、これは、
北朝鮮が｢１つの朝鮮｣政策に固執したこと
で、これ以上の南北対話が進展しなかった。
しかし、対共産圏外交に関して、北朝鮮と外
交関係を持つ東欧諸国との関係はもちろん、
社会主義国の｢総本山｣とも言える中ソとの
関係改善、国交正常化にまで踏み込もうとし
た点は、外交文書を通して初めて知りえた知
見であった。 
 
(4)対共産圏外交に関しては、経済力を步器
に特に貿易や投資を通して、そして、主とし
て、オーストリアなどの中欧諸国の大使館な
どを経由して関係改善を進めるとともに、文
化やスポーツ交流など機能的な方法で、忍耐
強く外交関係の拡大を漸進的に進めていく
過程を抽出することができた。特に、北朝鮮
の妨害に対して、韓国の出先が、1970 年代に
入って優位を確保しつつあった貿易、投資な
どの経済力を利用することで北朝鮮との外
交競争に勝ち抜くことを狙った。 
 
(5)肝心の中ソの対応であるが、両国ともに、
結果として韓国との国交正常化に踏み切る
ことはなかった。しかし、対韓姿勢に関して
は、中ソの間で明確な違いがあったことを、
南北朝鮮とも外交関係を持っている第三国
における外交官の接触などの記録を通して
明らかにした。中国が頑なに韓国の外交官と
の接触を避けていたのに対して、ソ連の外交
官は韓国の外交官との接触に比較的に抵抗
なく、さらに、北朝鮮に対しても相対的に率
直な感想を漏らしていた。このように、1970
年代後半の時点では、中国よりもソ連の方が
韓国との国交正常化の可能性が高かったと
いうことを発見することができた。ただ、韓
国の選好としてはソ連よりも中国との国交
正常化の方が、北朝鮮に対するイムパクトが
大きいという理由で、中国との関係改善の方
に力を入れていたことがわかる。 
 
(6)以上の 1970年代の韓国の対共産圏外交に
ついては、政治外交を中心とする韓国現代史
の執筆原稿の中で言及したが、他の著者の原
稿が遅れているために未刊行であるために
発表はされていないのが残念だが、いずれに
しても、1980 年代の全斗煥政権の下で本格的
に始まったと考えられていた｢北方外交｣と
いう対共産圏外交が、既に 1970 年代後半、
朴正熙政権によっても本格的に展開されて

いたことは、韓国外交文書の分析を通して新
たに獲得することができた知見であるが、こ
の点に関する研究はほとんどないので、でき
るだけ早く、脱稿した原稿を発表することで、
韓国の政治外交史の再考という形で問題を
提起したい。 
 
(7)1970 年代の韓国外交は、もちろん、北朝
鮮との外交競争という点に特徴があるが、そ
の点で、競争の場となったのは、非同盟諸国
を中心とする、いわゆる第三世界諸国であっ
た。1975年ペルーのリマで開催された非同盟
外相会議において、北朝鮮の非同盟加盟が承
認されたのに対して、韓国の加盟申請が否決
されたことは、第三世界外交に関する韓国の
遅れを自覚させることになった。したがって、
それまで、ほとんど関心を寄せなかった、ア
フリカ、アジア、南アメリカなどの第三世界
諸国との外交に積極的に取り組むようにな
ったことを発見した。 
 
(8)韓国の第三世界外交の特徴は、基本的に
は、経済協力を主要な手段として、外交関係
の確立を進めたり、北朝鮮との外交関係断絶
を誘導したりすることであった。したがって、
この時期から、韓国の ODA援助が開始される
ことになるのだが、こうした韓国の ODA援助
のモデルになったのが、日本の ODA であり、
日本の JAICAをモデルにした KOICAも設立さ
れた。 
 
(9)日韓関係に関しては、1970 年代前半時期
の、1973 年金大中拉致事件、翌 74 年在日韓
国人文世光による朴正熙大統領狙撃事件（陸
英修大統領夫人死亡事件）などに起因して摩
擦の絶えなかった時期とは異なり、1975 年以
降は、比較的、日韓関係は密接な形で推移し
たと考えられる。1975年のベトナム共産化統
一が、米国の脱関与に伴う東アジア国際政治
の安保環境に関する危機意識を日韓が共有
するとともに、カーター政権による在韓米地
上軍撤退の決定が、その意識共有に拍車をか
けたからである。カーター政権の在韓米地上
軍撤退公約がどのようにして撤回されたの
か。それに対して日韓両政府がどのような影
響力を行使したのか、日米の外交文書が十分
に公開されない限り、明らかにはならないだ
ろうが、限定された韓国外交文書の範囲にお
いても、日韓両政府、さらには、日韓両与党
が、この問題に関して米国政府に働き掛けを
行ったことはわかる。 
 
(10)以上の、1970 年代、特にその後半部分に
関する韓国外交の再解釈に関しては、1960年
代 70 年代の朴正熙政権の外交を、対米関係
と対北朝鮮関係を中心に分析する研究書を
執筆中であるので、その中で、より明確な形



で、しかも、日米韓の多国間のアーカイブ作
業を通して明らかにしていくことを考えて
いる。 
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